
［一般会計］ 　　　　　　　　　　　　　　                              　　     　　　　　　　　単位：千円

事　業　名 金額 説　　明

給与改定

各 課

県立高校ＢＹＯＤ推進
（ロッカー整備）

（ 教 ） 管 理 課

（新規）
赤城特別支援学校
群馬病院分教室設置

特 別 支 援 教 育 課
（ 教 ） 管 理 課

Ｇメッセ群馬改修に伴う損
失補償

eスポーツ・クリエイティブ
推進課

指定管理者の指定に伴う協
定の締結

地 域 創 生 部

生 活 こ ど も 部

環 境 森 林 部

産 業 経 済 部

県 土 整 備 部

教 育 委 員 会

○令和７年４月に、義務教育段階の子供が多く入院している群馬
病院内に分教室を設置するため、必要な備品やネットワーク回線
等を整備。

［3,723,397］

○以下の施設について、令和７年度以降の協定締結のための債務
負担行為を設定。

①群馬県立自然史博物館附帯ホール　    21,723千円（R7）
②群馬県総合スポーツセンター       1,296,000千円（R7～11）
③群馬県総合スポーツセンター
　伊香保リンク  　　　　　　　　　　 809,205千円（R7～11）
④群馬県ライフル射撃場　　　          16,275千円（R7～11）
⑤ぐんまこどもの国児童会館　　       305,672千円（R7～8）
⑥大沼キャンプフィールド
　及び赤城ランドステーション         145,000千円（R7～16）
⑦赤城森林公園及び赤城ふれあいの森　　46,335千円（R7～9）
⑧群馬県勤労福祉センター　            53,207千円（R7～9)
⑨宝台樹キャンプ場及び宝台樹スキー場　30,348千円（R7～9）
⑩敷島公園　　　　　　               797,135千円（R7～11）
⑪群馬県青少年会館　　　　           202,497千円（R7～9）

令和６年度１１月補正予算　主要事業一覧

1,472
○Ｇメッセ群馬４階の改修に伴い、催事主催者に係る損失を補償
するもの。
・第56回、第57回社会保険労務士試験　　　　1,472千円

5,253,278

○人事委員会勧告等に基づく給与改定による増額。

(1)一般職
　①月例給
　・給料表の引上げ(平均改定率2.7％)
　②特別給(ボーナス)
　・期末・勤勉手当の引上げ（+0.1月、4.50月→4.60月）
(2)知事等特別職
　・期末手当の引き上げ（+0.05月、3.40月→3.45月）

89,564

○令和７年４月から、ＢＹＯＤ端末の対象学年が増えるため、施
錠可能な生徒用ロッカーを整備。

・対象：県立高校26校

8,488

債務負担行為



事　業　名 金額 説　　明

中小企業向けゼロ県債

環 境 森 林 部

県 土 整 備 部

伊勢崎特別支援学校整備

（ 教 ） 管 理 課
特 別 支 援 教 育 課

道路パトロール業務委託契
約

道 路 管 理 課

［企業会計］ 　　　　　　　　　　　　　　                              　　     　　　　　　　　単位：千円

事　業　名 金額 説　　明

給与改定

各 課

板倉ゴルフ場クラブハウス
建設工事

（ 企 ） 団 地 課

710,793

○人事委員会勧告等に基づく給与改定による増額。

(1)一般職
　①月例給
　・給料表の引上げ(平均改定率2.7％)
　②特別給(ボーナス)
　・期末・勤勉手当の引上げ（+0.1月、4.50月→4.60月）
(2)特別職
　・期末手当の引き上げ（+0.05月、3.40月→3.45月）

155,566

〇工事用資材等の価格高騰の影響により入札不調となったため、
事業費の再積算を行い、建築費及び電気工事費の不足額を増額。

・当初680,000千円　→　補正後835,566千円（+155,566千円）
※入札不調の影響により、当初はR6年度中の完成を予定していた
が、R7年度後半の完成となる見込み。

［2,000,000］

○年度末から年度初めにかけての公共事業端境期対策として、来
年度予算の前倒し発注を行う「ゼロ県債（本年度分の支出がゼロ
の債務負担行為）」を活用し、中小企業への発注量を確保。

・環境森林部：  200,000千円
・県土整備部：1,800,000千円

［1,827,673］

○令和９年度の高等部設置に向け、令和６年度中に北棟・南棟建
設工事の入札手続きを開始するため、債務負担行為を設定。

・工　期：R7年度～R8年度
・工事費：1,827,673千円

［20,000］

○労務単価の上昇により、設定済みの債務負担行為上限額を超過
するため、令和７年度に不足する金額を新たに債務負担行為とし
て設定。

・現契約額　886,523千円
・契約期間　令和７年度まで

※令和6年度分の不足額は既決予算で対応。令和7年度分について
　今回債務負担行為を設定。

（施設管理事業会計）

債務負担行為

債務負担行為

債務負担行為


